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論文内容の要 ヒー
目

アマルティア・センの1980年の論文「何の平等か ?J において、彼は、所得や効用に代わる、個

人の福祉の新たな尺度としてケイパビリティの概念を提唱した。それと同時に、ケイパビリティの

平等論を新たな分配的正義論として彼は積極的な論障を張った。ケイパビリティ・アプローチの大

きな特徴は、個人の福祉を評価する際に、個人の福祉の二つの側面、「福祉の達成J (well-being 

achievement) と「福祉の自由J (well-being freedom)、に焦点を当て、いわば複眼的に個人の福

祉を評価する。ケイパビリティ・アプローチの利点は、個人の差異を敏感に察知することにあり、

多様な個人からなる社会における、個人の福祉の新たな尺度としてその適用が期待されている。セ

ンによる提唱以降、ケイパビリティ・アプローチに基づく多くの研究が様々な分野の研究者たちに

よって推進されている。しかしながら、ケイパビリティ・アプローチに関する諸問題が依然として

未決のままである。たとえば、ケイパビリティの平等を達成するような資源配分の問題、ケイパビ

リティ集合のランク付けの問題、ケイパビリティのリストの問題などが挙げられる。本稿で焦点を

当てるのは、理論的に密接に関連性のある、前者二つの問題である。本稿において主に関心をよせ

る問題は、上の三つの例示の第一の問題点、ケイパビリティの平等を達成するメカニズムとは何か、
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という問題である。セン自身の議論は倫理学的なレベルにとどまっており、理論経済学的な分析が

充分に展開されていない。私はこの問題に対して、理論経済学的な観点から分配的正義と関連付け

て、研究を行う。この第一の問題を取り上げるときに、上の例示における第二の問題である、ケイ

パビリティ集合のランク付けの問題を考察する必要がある。センによるケイパビリティの定義によ

れば、個人のケイパピリティは、所与の財の下で機能ベクトルの実行可能集合として定義される。

各人のケイパビリティの優劣を決めるためには、各人のケイパビリティ集合を順序づけなければな

らない。しかし、ケイノf ビリティ集合は所得や効用のような実数ではないので、ケイパビリティ集

合のランク付けの方法はそれほど容易ではな L 、。ケイパビリティ集合のランク付けに関する研究は

それ自体魅力的な研究トピックであるが、本研究がケイパビリティ集合のランク付けを取り上げる

主な理由は、ケイパビリティの平等を達成するようなメカニズムを考察するさいに、ケイパビリティ

集合間の平等の程度を、所与のケイパビリティ集合を評価する尺度を用いて、評価しなければなら

ないことに由来する。したがって、ケイパビリティの平等を考える際には、ケイパビリティ集合の

ランク付けの問題を考察しなければならない。

上でも述べたように、ケイパビリティ・アプローチは、対抗する分配的正義の諸議論に比べ、各

人の能力差をより適切に焦点を当てる。第二節では、ケイパビリティ・アプローチが、ロールズの

社会的基本財アプローチ、厚生主義的平等論(限界効用の平等、総効用の平等)に比して、優位性

を持つことに対して規範的な正当化を行う。その際に用いる基準は、公平性の弱公理および適応的

選好形成である O 前者は、いわば説得的な分配的正義の理論が満たすべき最小限の要件であり、経

済的、社会的、身体的などに不利な状況にある人に配慮する分配が行われるべきであることを要求

する。後者は、われわれの選好が環境に依存することを認めるならば、とくに経済的、政治的に厳

しい社会状況下では、その状況の主観的な評価は認知的に歪んだものになりうる。したがって、本

稿の文脈では、適応的選好形成依存しないアプローチは、不平等や貧困問題を分析する際に、少な

くとも状況の評価に関して認知的な歪みが起こらないという意味で、適切な枠組みを提供すると判

断される。ケイパビリティ・アプローチを含めた四つの分配的正義の理論の中で、ケイパビリティ・

アプローチだけが、公平性の弱公理、および適応的選好形成による認知的な歪みによる状況評価の

影響を被らない、という双方の性質をもつことが示される O

第三節では、第四節以降展開する、ケイパビリティ・アプローチを動学化することへの正当化を

行う。ケイパビリティ・アプローチは各人に与えられた諸資源を機能へ変換する個人間の差異に注

目することで、諸個人の差異を捉えることができる。本稿では、このセンによる洞察に加えて、各

人の能力は時間とともに変化するという事実に着目する。たとえば、現時点でケイパビリティの平

等を達成できたとしても、各人の能力の発達度合いには時間とともに差があるのだから、次期にお

ける各人のケイパビリティには格差が生じることにある。もし各人の能力が時間とともに変化する

ということを認めたならば、各人のケイパビリティに、現時点においてどのくらの格差があるのか

だけではなく、各人が将来どのように能力を発達させるのかという能力発達のプロセスまで考察し

なければならな L 、。ケイパビリティ・アプローチを動学化し展開することを正当化する根拠は、実
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はセン自身に求められる。ケイパビリティは本来動学的な概念であるとは彼は明示的には主張して

ないが、諸資源を機能へ変換する各人の利用関数は個人的および社会的要因に依存し、とくに前者

の要因については、健康、年齢など時間に依存する諸要因であることを彼の著書『福祉の経済学』

0985、邦訳 p.42) で述べている。

ケイパビリティ・アプローチを動学的に展開した研究は、 D'Agata (2007) によって初めて試

みられた。 t 期における各人のケイパビリティが、ある評価関数の下で、 t-l 期における自身のケ

イパビリティ上の最適点に依存して内生的に決定される設定を、適応動学モデル (Adaptive

Dynamic ModeD を用いて表現した。このモデルを使うことにより、人間はこれまで得た経験や

知識に基づいて自身の能力を徐々に発達させる状況をフォーマルな形で扱うことが可能となる。本

研究では、 D'Agata によって提唱されたモデルを発展させ、分析をおこなった。彼とのモデルの

差異は三つある。第一に、 D'Agata は財を固定したのに対して、本研究では変数として取り扱え

られるように拡張を行った。第二に、 D'Agata のモデルは、 2 人経済であるのに対して、分配的

正義に焦点を当てるために、より一般的な n 人経済で分析を行った。第三に、 D'Agata は、機能=

福祉の達成にしか焦点を当てていないのに対して、本研究では機能=福祉の達成およびケイパビリ

ティ=福祉の自由の双方に焦点を当てた。この点は、ケイパビリティ・アプローチによる個人の福

祉の複眼的な捉え方に、より忠実に分析枠組みのフォーマライズ、を行った。

第四節では、ケイパビリティ・アプローチを、上記で述べたような動学モデルを構築し分析を行っ

た。このような理論的な定式化ができたとして、そのモデルに基づいてケイパビリティの平等化の

実行を説得的に展開できるのであろうか。この間いは、ケイパビリティの平等を達成するメカニズ

ムに密接に関連する。もしこの間いに肯定的な解答が与えられなければ、ケイパビリティの平等論

の説得性は減じてしまうと考えられる。

このような問題意識の下で、初期に資源を各人に分配した後、個々人が他期間にまたがってそれ

を利用しながら自身のケイパビリティを発達させるという設定下で、将来における各人のケイパビ

リティの平等が実現可能なのかどうかについて分析を行った。まず、その際に考察すべきは、ケイ

パビリティの評価の問題である。ケイパビリティ集合を評価する方法は、考察している集合族上の

任意の集合に対してランク付けが可能という意味で完備性を要求する方法と、ある集合間に対して

はランク付けを要求しない非完備な方法がある。問題に対する第一次的接近としては、前者の方法、

すなわち完備な評価法を仮定することである。完備な評価方法は典型的には実数値関数として表現

可能であり、本研究でもこの方法に従い、ケイパビリティ集合の評価を行った。 上に述べたよう

な、問題に対して本研究が与えた結論は、肯定的なものである。すなわち、人間発達の動学的プロ

セスの下でのケイパビリティの平等の実現可能性を示した。

上で述べたように、ケイパビリティ・アプローチは、個人の福祉を「福祉の達成J (well-being 

achievement) と「福祉の自由J (well-being freedom) という二つの側面から評価する。個人を

任意に選び(個人 i とする)、個人 i の福祉の達成と福祉の自由が、財の量を多く配分するにつれ

て、それぞれどのような振る舞いをするのか(単調に増えるのかそれとも草離するのかどうか)に
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ついて、ケイパビリティの平等に関する定理を導いた同じ仮定の下で、分析した。ケイパビリティ

の平等に関する定理を導いた同じ仮定の下で、財の量を増やしていったときに、個人 i の福祉の達

成と自由はそれぞれ草離する場合がありうることを、反例を用いて示した。財の量に関して福祉の

達成と福祉の自由は単調に増加していくと期待するが、結論はそうではない。しかも、双方の草離

のタイミングも異なる。この結論は、われわれの直感に反する例として興味深い。

論文審査結果の要旨

本研究は、アマルティア・センによって提唱されたケイパビリティ・アプローチが分配的正義の

理論として必要でありかっ可能であることを論じる英語論文である。まず第 I 章では全体の概要が

述べられる。すなわち、「ケイパビリティの平等」という構想は、能力の個人差に適切に配慮、した

上で平等を考察することができる点で、分配的正義の理論の他の競合的なアプローチである厚生主

義(総効用の平等、限界効用の平等)やロールズの格差原理などと比較して利点がある。また個々

人の福祉を、「福祉の自由」と「福祉の達成度」という複眼的視点で多面的に考察できる。その一

方で、「ケイパビリティの平等」に関するセンの議論は哲学的なものにとどまり、厳密なモデルに

よる分析を欠く。さらに、個人の能力は、時間とともに変化するものなので、ケイパビリティも l

時点のものではなく、動態的概念として再定義される必要がある。第 E章では、ケイパビリティの

平等、総効用の平等、限界効用の平等、ロールズの格差原理という 4 つのアプローチを比較し、

「公平性の弱公理J C不遇な人に多くの財を分配する)を満たしかっ、「適応的選好形成J C状、況への

順応によって、状況の主観的判断が歪められる)を回避できるのは唯一、ケイパビリティの平等で

あることを論証する。第E章では、ケイノf ビリティが時間的に変化することを考慮するために、ケ

イパビリティの「適応動学 Cadaptive dynamics) J を導入する。ケイパビリティの「適応動学」

という構想はA.ダガタ CAntonio D' Agata) によって提唱されたものであるが、本研究では、ダ

ガタのモデルをさらに発展させる。すなわち財を定数から政策変数へ変更し、人数も 2 人から n

人へと一般化し、さらに福祉を「達成」という側面だけではなく、「達成」と「自由」という 2 面

から考察する。第町章では、一定の仮定の下で、適応動学のプロセスにおいて、 n 人の「福祉の自

由」の極限を正確に一致させるような財の分配が存在することを命題として証明する。またその系

として「福祉の達成」の極限を平等にする財分配の存在も証明される。こうして、動学的プロセス

のもとでケイパビリティ・アプローチを分配的正義の理論として応用することが可能であることが

事実上示される。第V章では、数値例によって、財の増加に伴い、福祉の「自由」は増加するが

「達成」は減少する事態が起こりうることを論証する。こうして福祉を両側面で考察することの意

味が事実上示される。第百章ではまとめとして、財の増加に伴う福祉の「自由」と「達成」の相互

逆行について、その実際例が紹介されるとともに、今後の研究課題について展望が述べられる。
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本研究は、動学的プロセスにおけるケイパビリティの平等の存在証明を行うという点において学

界への新たな重要な貢献を含んで-いる。また動学的プロセスにおける福祉の「自由」と「達成」の

相互逆行可能性を例示するという点も興味深い。ところで、筆者自身が指摘しているように、本研

究におけるケイパビリティ・アプローチの正当化が、比較対象や評価基準が選別的であり、その意

味で一般性に欠けるが、予備的考察としては十分意味のあるものであるO また一部証明に不明確さ

が残るが、命題自体は頑健であり、論理展開を阻害するものではない。以上の理由により本審査会

は、本論文が博士(経済学)の学位を授与するに値するものと判断する。
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